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て、連携の必要性を共有し（志村 2009；水馬ら 2006；大橋 2006）、連携の目的と目標を





いう除外規定がある。児童福祉法第 25 条や児童虐待防止法第 6 条にある子ども虐待の通
告義務などがその代表例である。また、法律などにより各機関や職種には守秘義務が課せ
られるが、法令に準じた正当な行為については、違法性は阻却される（刑法第 35 条）。 
次の段階では、援助の実質的内容について協議されるようになる。責任を確認する作業
や（栄 2010）、単なる情報の付き合わせに留まらないアセスメントを関係者全員で協議し、





























表 1 多機関・多職種連携の「あるべき姿」に関する記述 （実方 2014） 
記述内容         （ ）内は出典 
関係者間では「全ての家庭において子ども虐待は起こり得るもの」という認識が共有されていた。             
（徳永 2004；加藤 2007；厚生労働省 2008 等）  
関係者間では「子どもの最善の利益を守る」という価値観を共有していた。（伊藤ら 2005）  
関係者全員は「子どもの人権」を守るという価値観を共有していた。（徳永 2004；渡邉 1998）  
関係者間では、「子どもの生命・身体の安全が最優先」とされていた。  
（畠山 2005；小林ら 2007；田辺 2011 等）  
必要な時に子どもの安全を確保できるよう、子どもを養育者から分離（一時保護）する目安について
関係者全員で確認していた。（安部 2004；畠山 2005；市川 2011）  
子どものウェルビーイングを保障するための支援のあり方について、関係者間で話し合っていた。（芝
野 2005）  
子ども自身が持つ地域での人間関係や生活の場を保障するための支援のあり方について、関係者間で
話し合っていた。（芝野 2005）  
養育者を責めずに支えるための支援を実行していた（小林剛）2002；後藤 2005；小林ら 2007 等）  
養育者の今までの生き様や、養育者なりの「やり方」を尊重しようとする価値観が、関係者間では共
有されていた。（小川 2006；加藤 2009；山野 2010）  
関係者間で、養育者が「困っていること」「悩んでいること」に焦点をあてて支援の方法について検
討していた。（山野 2009；厚生労働省 2011b）  
関係者が行っていた、子どもやその家族への支援は統一されていた。（徳永 2004；小川 2006）  
この事例の対応において、関係者の中で誰が「最も困っていたか」について、関係者全員が理解して
いた。  （佐野ら 2003）  
支援の効果・成果に関する事後評価を関係者間で行った。   
（小林剛 2002；奥山 2002；高橋ら 2011）  
再評価（再アセスメント）を行う時期をその都度決めていた。（安部 2002；大橋 2006；波多野 2006） 
関係者間での連絡系統及び連絡調整のルールを確認していた。  
（黒葛原ら 2005；森田 2006；才村 2008）  
関係者間で、共有・合意された事項は、記録されていた。（加藤 2006；大橋 2006）  
支援するにあたり、養育者と一緒に課題や目標の設定を行っていた。   
（加藤 2004；田澤 2006；松宮 2011 等）  
お互いの都合や課題への取り組みについて、困難が生じていれば、補足しあえるように、関係者同士
で調整し合っていた。（堀内 2001；徳永 2004）  
関係者間では、お互いがどのように動いているのか理解していた。（小林ら 2007、山野 2009）  














































まとめている。国による死亡事例検証は 2004 年から開始され、第 1 次から第 12 次報告ま
でに報告された対象事例は 918 件（1,080 人）、内訳としては心中以外の事例 558 件（651
人）、心中事例 330 件（454 人）である。これは年平均約 76.5 件（心中以外の事例のみで
は 51 件）となる（表 2）。対象となる子どもの年齢が低年齢層に集中しており、0 歳児だ










































































表 2 死亡事例検証報告数  
  




心中以外  24 25  第
7
次  
心中以外  47 49 
心中 － －  心中  30 39 




心中以外  48 50  第
8
次  
心中以外  45 51 
心中 5 8  心中  37 47 




心中以外  51 56  第
9
次  
心中以外  56 58 
心中 19 30  心中  29 41 




心中以外  52 61  第
10
次  
心中以外  49 51 
心中 48 65  心中  29 39 




心中以外  73 78  第
11
次  
心中以外  36 36 
心中 42 64  心中  27 33 




心中以外  64 67  第
12
次  
心中以外  43 44 
心中 43 61  心中  21 27 
計 107 128  計  64 71 
（厚生労働省 2008；2009；2010；2011；2012b；2013a；2014；2015b；2016a をもとに論者作成）  
 
表 3 死亡事例検証報告 年齢構成 
年齢 件数  構成割合  
0 歳 283 45.20% 
1 歳 76 12.10% 
2 歳 53 8.50% 
3 歳 64 10.20% 
4 歳 36 5.80% 
5 歳 28 4.50% 
6 歳 13 2.10% 
7 歳 13 2.10% 
8 歳 3 0.50% 
9 歳 7 1.10% 
10 歳 4 0.60% 
11 歳 7 1.10% 
12 歳 3 0.50% 
13 歳 4 0.60% 
14 歳 4 0.60% 
15 歳 3 0.50% 
16 歳 6 1.00% 
17 歳 3 0.50% 

















図 2 死亡事例検証報告 年齢構成割合  





表 4 死亡事例検証報告 児童相談所や市町村の関与 
 児童相談所の関与   市町村の関与  
 
件数 構成割合   件数 構成割合  
第１次  12 50.5%  － － 
第２次  14 29.2%  － － 
第３次  10 19.6%  － － 
第４次  12 23.1%  － － 
第５次  15 20.5%  － － 
第６次  7 10.9%  － － 
第７次  12 25.5%  － － 
第８次  7 15.6%  10 22.2% 
第９次  17 30.4%  16 28.6% 
第１０次  15 30.6%  13 26.5% 
第１１次  13 36.1%  10 27.8% 
第１２次  11 25.6%  12 27.9% 

























































































































































































2015 年の段階では 8,704 名の職員の内、実際に推奨されている児童福祉司と同様の資格
を有する者は、1,818 名（20.9％）であった（表 5）。その内訳は、児童福祉司（医師・社
会福祉士・精神保健福祉士を除く）952 名（10.5％）、社会福祉士 746 名（8.9％）、精神保
















































表 5 調整機関の職員の資格種別 










































145 211 237 250 103 6 952 
11.1% 23.4% 16.7% 10.7% 4.5% 1.3% 10.9% 
医師  
1 0 6 1 7 0 15 
0.1% 0.0% 0.4% 0.0% 0.3% 0.0% 0.2% 
社会福祉士  
118 144 202 165 94 23 746 
9.0% 15.9% 14.2% 7.1% 4.1% 5.0% 8.6% 
精神保健福祉
士  
19 16 31 24 13 2 105 
1.5% 1.8% 2.2% 1.0% 0.6% 0.4% 1.2% 
（小計） 
283 371 476 440 217 31 1,818 















324 104 127 243 500 170 1,468 
24.8% 11.5% 8.9% 10.4% 21.9% 36.8% 16.9% 
教員免許を有
する者  
111 85 168 410 106 11 891 
8.5% 9.4% 11.8% 17.6% 4.6% 2.4% 10.2% 
保育士  
111 85 156 263 179 16 810 
8.5% 9.4% 11.0% 11.3% 7.9% 3.5% 9.3% 
（小計） 
546 274 451 916 785 197 3,169 
41.9% 30.3% 31.8% 39.2% 34.4% 42.6% 36.4% 
社会福祉主事  
209 95 136 165 43 21 669 
16.0% 10.5% 9.6% 7.1% 1.9% 4.5% 7.7% 
  （小計） 1,038 740 1,063 1,521 1,045 249 5,656 




151 77 225 649 1,176 202 2,480 
11.6% 8.5% 15.8% 27.8% 51.6% 43.7% 28.5% 
その他  
115 86 132 165 59 11 568 
8.8% 9.5% 9.3% 7.1% 2.6% 2.4% 6.5% 
 小計  266 163 357 814 1,235 213 3,048 
  20.4% 18.1% 25.1% 34.9% 54.2% 46.1% 35.0% 
合計  
1,304 903 1,420 2,335 2,280 462 8,704 
100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 
一市町村当たりの配置人数  59.3 14.6 7.2 4.4 3.1 2.5 5 
「平成 25 年度子どもを守る地域ネットワーク等調査 第８表 要保護児童対策調整機関の職員数（平





































































護させることが著しく当該児童の福祉を害する場合において、第 27 条第 1 項第 3 号の措置を採ること
が児童の親権を行う者又は未成年後見人の意に反するときは、都道府県は、次の各号の措置を採ること
ができる」とされる。児童福祉法第 27 条第 1 項第 3 号とは「児童を小規模住居型児童養育事業を行う
者若しくは里親に委託し、又は乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、情緒障害児短期治療施設若し
くは児童自立支援施設に入所させること」を指す。親権者や成年後見人の意に反して、子どもを施設入





































































































































































































































































































































































































































あ る 。 英 語 圏 に お い て も 、 “collaborative practice” 、 “Working together” 、
“Inter-professional working”、“Inter-disciplinary working”、“Working in partnership”、
“Multi-agency working”、“Multi-professional working”など 11 種ほどあるといわれる
（Whittington2003）。日本における代表例としては、ネットワーク(network)、協働、チ
ーム・チームワーク（team／team work）、等が挙げられるだろう。 

































































































限定されていたが 1943 年に人文・社会学系の研究も対象とされるようになった。2016 年



















のみを絞り込み、結果、637 件を抽出した。この 637 件の課題名をテキストマイニングの
 35 
 
手法で分析した。テキストマイニングのために用いる分析ソフトは IBM SPSS Text An-






 KAKEN データベースの登録データは 1965 年度からとなっているが、多機関・多職種
連携に関わる研究課題としては 1970 年度から抽出された（課題名「新入生の指導の在り
方=外国語教科指導上における中学校・高等学校の連携=」）。連携に関する採択課題数の年
次推移は図 3 の通りである。公開されている科研費の新規採択課題数としては、1990 年


















































































































































































































図 5 研究分野ごとの多機関・多職種連携採択課題数の割合 
 
表 6 研究分野ごとの隔年の採択課題数 
  
医歯薬






学 看護学 教育学 
社会福祉
学 
1970 年 0 0 1 0  1993 年 0 0 1 1 
1971 年 0 0 1 0  1994 年 1 1 0 0 
1972 年 0 0 1 0  1995 年 1 4 0 1 
1973 年 0 0 1 0  1996 年 0 1 1 5 
1974 年 0 0 1 0  1997 年 0 2 2 2 
1975 年 0 0 1 0  1998 年 1 2 5 0 
1976 年 0 0 0 0  1999 年 0 0 3 2 
1977 年 0 0 1 0  2000 年 2 3 3 0 
1978 年 0 0 0 0  2001 年 2 7 3 0 
1979 年 0 0 1 0  2002 年 5 7 3 3 
1980 年 0 0 1 0  2003 年 2 4 8 0 
1981 年 0 0 1 0  2004 年 1 10 8 5 
1982 年 0 0 1 0  2005 年 0 13 9 2 
1983 年 0 0 1 0  2006 年 2 9 14 13 
1984 年 0 0 1 0  2007 年 2 17 13 5 
1985 年 0 0 3 0  2008 年 3 16 5 6 
1986 年 1 0 0 0  2009 年 6 22 12 8 
1987 年 0 0 1 0  2010 年 8 26 14 10 
1988 年 1 1 0 0  2011 年 12 26 14 9 
1989 年 0 0 1 0  2012 年 12 26 10 6 
1990 年 0 0 1 0  2013 年 5 26 10 13 
1991 年 2 1 0 0  2014 年 6 17 10 3 
1992 年 1 0 0 2  2015 年 6 24 13 3 
     

























分野 件数 ％ 
医歯薬学 82 12.9 
看護学 265 41.6 
教育学 168 26.4 
社会福祉学 99 15.5 
心理学 3 0.5 
数物系科学 6 0.9 
言語学 5 0.8 
複合領域 9 1.4 







図 6 研究分野ごとの採択課題数の年次推移  
 
 







位 99 位までの結果は、表 7 の通りである。 




























































































































表 7 抽出されたコンセプト（上位 99 位）              ％は出現率 
順位  抽出されたコンセプト 頻度  ％ 
 
順位  抽出されたコンセプト 頻度  ％ 
1 連携  386 60.6   52 学習  31 4.9  
2 構築・開発  339 53.2    52 役割・機能  31 4.9  
3 システム・体制  171 26.8    54 視点・焦点  30 4.7  
4 その他医療関連  162 25.4    55 あり方  29 4.6  
5 志向・目的  139 21.8    55 予防  29 4.6  
6 教育  131 20.6    55 情報  29 4.6  
7 ケア 98 15.4    55 学校（教育機関）  29 4.6  
8 カリキュラム・プログラム  92 14.4    55 終末期・緩和ケア  28 4.4  
9 組織（施設・機関）  89 14.0    55 国際・各国  28 4.4  
10 教科・教育課程・授業  78 12.2    55 地域  28 4.4  
11 小学校  76 11.9    62 生活  27 4.2  
12 在宅  73 11.5    62 虐待・権利侵害  27 4.2  
13 傷病  72 11.3    64 介護  26 4.1  
14 家族・家庭・親  69 10.8    64 マネジメント・調整  26 4.1  
15 推進・促進・強化  68 10.7    66 指導  23 3.6  
16 その他職種  63 9.9    67 リスク・困難  22 3.5  
16 実践・臨床  63 9.9    67 生徒・学生  22 3.5  
18 子ども 61 9.6    67 調査  22 3.5  
18 包括・総合・統合  61 9.6    70 対策・政策  21 3.3  
20 中学校  60 9.4    70 持続・継続  21 3.3  
21 ネットワーク 59 9.3    72 サービス・事業  20 3.1  
21 協働・協同  59 9.3    73 福祉・ソーシャルワーク  18 2.8  
23 モデル 58 9.1    74 課題  16 2.5  
24 評価  57 8.9    74 比較  16 2.5  
25 看護師・助産師など 54 8.5    74 中心  16 2.5  
25 高齢者  54 8.5    74 女性・妊産婦  16 2.5  
27 患者  53 8.3    78 福祉職  15 2.4  
28 効果  51 8.0    78 災害  15 2.4  
29 検証・分析  50 7.8    80 退院  14 2.2  
29 障害  50 7.8    80 実態  14 2.2  
31 専門・専門職  46 7.2    82 移行  13 2.0  
32 支援・相談  45 7.1    82 保健師  13 2.0  
32 間  45 7.1    82 要因  13 2.0  
34 看護  43 6.8    82 ニーズ  13 2.0  
35 高校  42 6.6    86 提供・供給  12 1.9  
36 利用・活用・受益  40 6.3    86 プロセス 12 1.9  
36 実証  40 6.3    86 特別支援学級／学校  12 1.9  
36 保健・健康  40 6.3    86 改善・解消  12 1.9  
39 チーム 39 6.1    86 活動  12 1.9  
40 方法・技術  38 6.0    91 メディア・端末  11 1.7  
40 保育園・幼稚園  38 6.0    91 共有・共通  11 1.7  
42 指標・基準  36 5.7    91 社会  11 1.7  
42 コミュニケーション・関係  36 5.7    94 精神科医療  10 1.6  
44 教員・教育関連スタッフ 35 5.5    94 医師  10 1.6  
44 基盤・基礎  35 5.5    96 資源・人材  9 1.4  
46 大学  34 5.3    96 認識  9 1.4  
47 育成・トレーニング 34 5.3    96 経営・経済  9 1.4  
48 能力  33 5.2    99 その他コメディカル  8 1.3  
49 特性・質  32 5.0  
 
99 合意形成場面  8 1.3  
49 ツール(教材・尺度・等） 32 5.0  
 
99 意識  8 1.3  
49 アプローチ・介入  32 5.0   99 リハビリ 8 1.3  
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表 8 年代ごとの出現コンセプトの比較                ％は出現率 
【1970～1989】  【1990～1999】 
順位  コンセプト 件数  ％  順位  コンセプト 件数  ％ 
1 連携  10 76.9  1 連携  22 44.9 
2 教科・教育課程・授業  8 61.5  2 構築・開発  15 30.6 
3 中学校  6 46.2  3 システム 12 24.5 
3 教育  6 46.2  3 その他医療関連  12 24.5 
3 高校  6 46.2  3 ネットワーク 12 24.5 
6 志向・目的  4 30.8  6 在宅  10 20.4 
6 構築・開発  4 30.8  6 支援・相談  10 20.4 
6 システム 4 30.8  8 組織（施設・機関） 9 18.4 
9 地域  3 23.1  9 障害  8 16.3 
10 社会  2 15.4  9 学校（教育機関） 8 16.3 
10 指導  2 15.4  10 実践・臨床  7 14.3 
10 包括・総合・統合  2 15.4  10 保健・健康  7 14.3 
10 調査  2 15.4  10 ケア 7 14.3 
10 小学校  2 15.4  13 教育  6 12.2 
10 子ども 2 15.4  13 包括・総合・統合  6 12.2 
10 保育園・幼稚園  2 15.4  13 教員・教育関連スタッフ 6 12.2 
10 家族・家庭・親  2 15.4  16 検証・分析  5 10.2 
10 あり方  2 15.4  16 高齢者  5 10.2 
10 ケア 2 15.4  16 地域  5 10.2 
10 リスク・困難  2 15.4  16 実証  5 10.2 
    
 16 実態  5 10.2 
    
 16 情報  5 10.2 
 
【2000～2009】  【2010～2015】 
順位  コンセプト 件数  ％  順位  コンセプト 件数  ％ 
1 構築・開発  168 52.2  1 連携  187 73.9 
2 連携  167 51.9  2 構築・開発  152 60.1 
3 システム 95 29.5  3 その他医療関連  68 26.9 
4 地域  88 27.3  4 地域  67 26.5 
5 その他医療関連  81 25.2  5 志向・目的  62 24.5 
6 志向・目的  70 21.7  6 システム 60 23.7 
7 教育  60 18.6  7 教育  59 23.3 
8 ケア 57 17.7  8 カリキュラム・プログラム 42 16.6 
9 カリキュラム・プログラム 48 14.9  9 その他職種  41 16.2 
10 組織（施設・機関） 46 14.3  10 推進・促進・強化  34 13.4 
11 在宅  44 13.7  11 専門・専門職  33 13.0 
11 教科・教育課程・授業  44 13.7  11 モデル 33 13.0 
13 家族・家庭・親  43 13.4  11 組織（施設・機関） 33 13.0 
14 小学校  40 12.4  14 ケア 32 12.6 
15 子ども 37 11.5  14 傷病  32 12.6 
16 傷病  36 11.2  16 小学校  31 12.3 
17 包括・総合・統合  34 10.6  16 検証・分析  31 12.3 
18 中学校  33 10.2  18 協働・協同  29 11.5 
19 ネットワーク 32 9.9  19 効果  28 11.1 
20 高齢者  30 9.3  19 看護師・助産師など 28 11.1 
    
 19 評価  28 11.1 
    




図 8 採択課題数と「構築・開発」の出現数の年次推移比較 
 
注）日本学術振興会科学研究費補助金事業ホームページ  







































































































































































































































表 9 看護学領域において用いられていたコンセプト（上位 30 位）   %は出現率 
コンセプト 頻度 ％  コンセプト 頻度 ％ 
構築・開発  178 67.2%  カリキュラム・プログラム  40 15.1% 
連携  138 52.1%  その他職種  38 14.3% 
支援・相談  98 37.0%  教育  35 13.2% 
システム 91 34.3%  子ども 32 12.1% 
地域  86 32.5%  推進・促進・強化  30 11.3% 
その他医療関連  83 31.3%  高齢者  30 11.3% 
志向・目的  65 24.5%  ネットワーク 28 10.6% 
ケア 61 23.0%  協働・協同  28 10.6% 
在宅  58 21.9%  指標・基準  24 9.1% 
傷病  58 21.9%  保健・健康  24 9.1% 
看護師・助産師など 53 20.0%  評価  23 8.7% 
家族・家庭・親  50 18.9%  検証・分析  23 8.7% 
患者  48 18.1%  効果  23 8.7% 
組織（施設・機関）  44 16.6%  終末期・緩和ケア  22 8.3% 
モデル 41 15.5%  専門・専門職  22 8.3% 
看護  41 15.5%  実践・臨床  22 8.3% 









なし  あり  
医歯薬学  
度数  44 38 82 
調整済み残差  1.3 -1.3   
看護学  
度数  87 178 265 
調整済み残差  -6.0 6.0   
教育学  
度数  85 83 168 
調整済み残差  1.2 -1.2   
社会福祉学  
度数  70 29 99 
調整済み残差  5.2 -5.2   




図 9 看護学領域の共起分析結果 
 
表 11「構築・開発」とともに出現していたコンセプト（看護学領域） 
コンセプト 選択率（％）  コンセプト 選択率（％） 
連携 48.88   カリキュラム・プログラム 20.22  
支援・相談  40.45   モデル 20.22  
システム 39.89   傷病 19.66  
地域 33.71   家族・家庭・親  19.10  
医療関連  32.58   看護師・助産師など 17.42  
志向・目的  29.21   教育 16.85  
ケア 23.03   看護 14.61  
在宅 21.91   ネットワーク 14.04  
















































表 12 医学・薬学・歯学領域において用いられていたコンセプト（上位 30 位）%は出現率  
コンセプト 頻度 ％  コンセプト 頻度 ％ 
連携  51 62.2  保健・健康  9 11.0 
その他医療関連  48 58.5  推進・促進・強化  9 11.0 
構築・開発  38 46.3  ネットワーク 8 9.8 
地域  33 40.2  在宅  8 9.8 
システム 32 39.0  その他職種  8 9.8 
評価+<> 17 20.7  実践・臨床  8 9.8 
組織（施設・機関） 17 20.7  特性・質  7 8.5 
教育  16 19.5  高齢者  7 8.5 
志向・目的  14 17.1  協働・協同  7 8.5 
効果  13 15.9  チーム 7 8.5 
情報  12 14.6  指標・基準  7 8.5 
支援・相談  11 13.4  傷病  7 8.5 
ケア 11 13.4  コミュニケーション・関係  6 7.3 
専門・専門職  11 13.4  医師  6 7.3 
検証・分析  11 13.4  カリキュラム・プログラム  6 7.3 
包括・総合・統合  10 12.2  間  6 7.3 
利用・活用・受益  10 12.2     
 
 

































会学」（研究代表者：酒井  朗）、等がみられた。 
  
表 13 教育学領域において用いられていたコンセプト（上位 30 位）   %は出現率 
コンセプト 頻度 ％  コンセプト 頻度 ％ 
連携  144 85.7%  子ども 17 10.1% 
構築・開発  83 49.4%  能力  17 10.1% 
教育  73 43.5%  地域  16 9.5% 
小学校  68 40.5%  推進・促進・強化  16 9.5% 
教科・教育課程・授業  64 38.1%  実践・臨床  15 8.9% 
中学校  51 30.4%  コミュニケーション・関係  15 8.9% 
志向・目的  41 24.4%  育成・トレーニング 15 8.9% 
保育園・幼稚園  35 20.8%  指導  15 8.9% 
カリキュラム・プログラム  34 20.2%  協働・協同  15 8.9% 
高校  31 18.5%  間  14 8.3% 
大学  27 16.1%  包括・総合・統合  13 7.7% 
教員・教育関連スタッフ 25 14.9%  生徒・学生  12 7.1% 
システム 24 14.3%  基盤・基礎  12 7.1% 
学習  20 11.9%  あり方  12 7.1% 
障害  19 11.3%  特別支援学級／学校  12 7.1% 


























 他領域では上位 5 位くらいまでのコンセプトの出現率が突出して高い傾向がみられたの









比較研究」（研究代表者：沈  潔）、などがあった。 
 「構築・開発」は、社会福祉学領域でも上位コンセプトとなっているため、どのような







表 14  社会福祉学領域において用いられていたコンセプト（上位 30 位） %は出現率 
コンセプト 頻度  ％  コンセプト 頻度  ％ 
支援・相談  36 36.4 
 
その他職種  12 12.1 
連携  34 34.3 
 
サービス・事業  12 12.1 
構築・開発  29 29.3 
 
実証  11 11.1 
ケア 26 26.3 
 
推進・促進・強化  11 11.1 
システム 22 22.2 
 
虐待・権利侵害  10 10.1 
その他医療関連  20 20.2 
 
家族・家庭・親  10 10.1 
包括・総合・統合  20 20.2 
 
方法・技術  10 10.1 
高齢者  17 17.2  生活  10 10.1 
福祉・ソーシャルワーク 15 15.2  子ども  9 9.1 
実践・臨床  15 15.2  利用・活用・受益  9 9.1 
組織（施設・機関）  15 15.2  比較  9 9.1 
介護  14 14.1 
 
アプローチ・介入  9 9.1 
ネットワーク 14 14.1 
 
協働・協同  9 9.1 
志向・目的  14 14.1 
 
役割・機能  8 8.1 
障害  13 13.1 
 
評価  8 8.1 
国際・各国  13 13.1 
 








表 15 「構築・開発」と同時に選択されていたコンセプト（選択率 10％以上） 
コンセプト 選択率％ 件数   コンセプト 選択率％ 件数  
支援・相談  48.3  14  その他医療関連  13.8  4 
システム 44.8  13  傷病  10.3  3 
連携  31.0  9  検証・分析  10.3  3 
包括・総合・統合  27.6  8  高齢者  10.3  3 
ケア 27.6  8  福祉・ソーシャルワーク  10.3  3 
組織（施設・機関）  20.7  6  障害  10.3  3 
ネットワーク 20.7  6  その他職種  10.3  3 
志向・目的  17.2  5  特性・質  10.3  3 
実践・臨床  17.2  5  評価+<> 10.3  3 
利用・活用・受益  17.2  5  教育  10.3  3 
方法・技術  17.2  5  専門・専門職  10.3  3 
介護  17.2  5  モデル 10.3  3 
生活  13.8  4  家族・家庭・親  10.3  3 
カリキュラム・プログラム  13.8  4  ツール(教材・尺度・等）  10.3  3 
 
 






































































































止学会前会長であり、小児科医の小林美智子は、1994 年の第 1 回日本子ども虐待防止学







































































































1973 年には、厚生省（現在の厚生労働省）が「昭和 48 年度児童虐待、遺棄、殺害事件
に関する調査」を実施した。これは当時社会問題化していたコインロッカーへの乳児の遺
棄の問題を背景に行われたものである（庄司ら 2010）。当該年度中に全国の児童相談所が
受理した 3 歳未満の子どもに対する虐待、遺棄のケース、および 3 歳未満児の殺害事件数































































































































































































条）、児童虐待の定義（第 2 条）、児童虐待の禁止（第 3 条）、児童虐待の防止等に関する
国や自治体の責務（第 4 条）、児童虐待発見時の通告義務（第 6 条）、児童虐待の通告に関
する免責規定（第 6 条 1 項）、児童相談所の安全確認義務（第 8 条）などを明記し、警察
との連携規定の設定（第 10 条）等がなされている。2000 年の施行後、2017 年現在まで
に 3 回の改正を重ねており、現場のリアリティに即して、その実効性を強化するために改
正を重ねてきた（中板 2015）。今後も必要に応じて見直しを行っていくことになるだろう  
歴史を振り返れば、1875 年にアメリカで世界的にはじめて児童虐待防止協会（後に CPS
へと展開）が創設されているのだが、そのきっかけを作ったのが、Mary Ellen（Wilson,M.E.）
という 9 歳の女の子と宣教師（Wheeler, E. A.）であった。実母から置き去りにされ、そ










































所が扱った子ども虐待の相談件数は 11,631 件であったが、2012 年度は 59,919 件、2015































































































町村においても「児 童 及び 妊 産婦 の福 祉 に 関し 、 家庭 そ の 他か ら の相談 に 応 ず
る こ と 並び に 必要 な 調 査及 び 指導を 行 う こと 並 びに こ れ らに 付 随する 業 務 を
行 う こ と」 と して そ の 役割 が 強調さ れ る に至 っ た（ 児 童 福祉 法 第 10条 第 1項



















































































































































乳児には何の権利もなかった（Ten Bensel et al.=2003）。新生児は父親の認知を受ける必
要があり、父親が生み出したものは父親のものであり、父親はそれを好きなように扱うこ






児童虐待防止法第 4 条 6 項では「児童の親権を行う者は、児童を心身ともに健やかに育
成することについて第一義的責任を有するものであって、親権を行うに当たっては、でき











































れるようになった。子ども虐待に関していえば、1980 年代後半から 1990 年代にかけてア
メリカやイギリスで社会問題となった（子どもの虹情報研修センター2006）。 







裁判の判決を受ける形で、子どもの虐待防止法の被害者連合（the Victims Of Child Abuse 
Legislation ;以下、VOCAL）が組織された（Weber=2003）。 
イギリスでも同様の事件が起こる。クリーブランド事件と呼ばれるケースでは、1987
年にクリーブランドの小児科医 2 名により性的虐待を受けたと診断された 121 名の子ども
たちが、家族から分離された（Turnel et al.＝2004：35）。しかし、親たちの活発な抗議
キャンペーンにより、メディアや市民の感情は急速にソーシャルワーカーや医師を非難す














































































































































1993 年に全米研究評議会（National Research Council）が子ども虐待に関する研究課





















なければ、2 粒の砂も砂山ではない」が真であれば、「2 粒の砂が砂山でなければ、3 粒の
砂も砂山ではない」も真であるとみなす推論原則のことを前件肯定式（modus ponens）


































































































































の設置が努力義務とされている（児童福祉法第 25 条の 2）。先述の通り、要保護児童とは、
































































H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H27 H28 
市町村数  111 598 1,193 1,532 1,663 1,673 1,587 1,714 1,722 1,726 1,727 
％  4.6% 32.4% 65.3% 84.6% 92.5% 95.6% 98.0% 98.4% 98.0% 99.1% 99.2% 




要対協の構成メンバーには守秘義務が課せられるため（児童福祉法第 25 条の 5）、NPO
法人や民間団体等のような法律上の守秘義務が課せられていなかった関係機関等の積極的
な参加と情報交換が期待されるようになった（厚生労働省 2007a）。なお、 この義務に違
反した場合には、1 年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処される（児童福祉法第 61 条
の 3）。『要保護児童対策地域協議会設置・運営指針』では、要対協の意義が以下のように
まとめられている。 
①  要保護児童等を早期に発見することができる。  
② 要保護児童等に対し、迅速に支援を開始することができる。  


































































ループワーク理論（social work with groups）で取り上げられてきた。つまり、多機関・
多職種連携を集団の一種として理論化されてきた。 1940 年代頃から “inter-profession
（inter-discipline, inter-agency, et.al） work”として取り上げられるようになったといわ





















る（Toseland et al.=2003：305）。そして、効果的な問題解決には、① 問題を認識する、② 
目標を展開する、③ データを収集する、④ 計画を展開する、⑤ 最善の計画を選ぶ、⑥ 計画
























































































































































































































































































































きかけてグループに留まらせる全ての力の成果である（Toseland et al. =2003：85）。メン
バーが当該集団に対して抱く魅力と言い換えてもよいだろう。集団凝集性はメンバー個人
ホ イ ー ル
型 
Y 字型 サ ー ク ル
型 













能させ、無ければ無秩序となり、グループは有効に機能しない（Toseland et al. =2003：
89）。その一方で、ある程度の個別性・自由・独立を制限することになるため、厳しすぎ

























































et al.2009；野中 2014）。 
集団思考以外にも特に意思決定の際にリスクを増大させる要因として、集団極化（group 





































生じる（Litwak et al. 1966）。コンフリクトは必ずしも、集団知の生成にネガティブに働
くわけではないが、それも、コンフリクトを不毛な罵り合いではなく、建設的な協議とし
て成立させるための「調整」が必要となる。一方、遠すぎれば、問題解決を図るためのコ















































































































































































































が政策評価のために行った 36 都道府県等の要対協設置済みの 1,004 市町村を対象にした

















































































































































































































































































































































































































































い長幹骨骨折を合併した6人の乳児の症例を報告した（Ten Bensel et al.=2003）。報告例
において、子どもの症状を合理的に説明するような外傷のヒストリーに欠けていたことを
指摘し、意図的に行われた暴力の結果であるという推論を提出した（Caffey1946）。また、



















































































































































































































































































































































































イロット調査などの結果を踏まえて絞り込んだ 31 項目について、当てはまる程度を 5 件
 112 
 
法（1：まったく当てはまらない～5：よく当てはまる）で回答して頂いた（実方 2014a）。  
 この 31 項目の分布の偏りを検討し、天井効果（ceiling effect）と床効果（floor effect）
が認められた項目を分析対象から除外し、残った変数について、プロマックス回転による
主因子法を用いて因子分析を行った（実方 2014a）。固有値 1.00 以上を採用し、共通性 0.16
以下の項目及び因子負荷率 0.35 以下となる項目を削除、スクリープロットや抽出された因
子の信頼性係数（Cronbach’s coefficient alpha）を参考にしながら、因子分析を 3 回行い、








焦点化」とした（実方 2014a）。因子分析の結果を表 17 に示すが、「対象への焦点化」は、
対人援助における志向性を表す変数群である。  
この連携の捉え方を図るための変数群に加えて、想定した事例における集団実体性につ



















































表 17 子ども虐待対応に関わる実践家の連携の捉え方（実方 2014a） 
  因子負荷率 
1 2 3 
【第一因子】 メンバー間で行う作業（α＝ .93）  
   
11_お互いの責任の範囲について確認し、理解するための作業を行った  .80 .01 -.04 
10_支援計画が実行できるものかどうかについて確認し、理解するための作業を行
っていた  
.76 -.13 .25 
9_支援の具体的な計画について確認し、理解するための作業を行っていた  .76 -.14 .19 
22_対応がうまくいったかどうかだけでなく、「どう対応したか」というプロセス
についても、関係者間で確認し、理解するための作業を行っていた  
.74 .09 -.12 
16_具体的な役割を設定し、全員が何らかの役割を担当していた  .72 .05 -.06 
14_支援方針に基づいて役割分担は行われていた  .63 .12 .03 
17_支援対象となっている子どもやその家族の状況に合わせて、随時、目標やその
計画を見直していた  
.63 .07 .12 
6_それぞれが持っている「出来ないこと」限界」を確認し、理解するための作業を
行っていた  
.57 .09 .13 
7_支援の目的について確認し、理解するための作業を行っていた  .51 -.02 .34 
15_子どもやその家族と関係者との関係性を考慮して、役割分担は行われていた  .51 .20 .03 
【第二因子】 メンバーの関係性 （α＝ .91）  
   
28_関係者は互いに対等な立場にあった  -.20 .82 .12 
26_関係者はお互いに信頼し合っていた  -.03 .80 .11 
31_関係者はお互いに支え合っていた  -.04 .78 .08 
27_関係者間では、連帯感が作り上げられていた  .03 .74 .13 
19_分からないことがあれば、お互いに気兼ね無く、尋ね合えていた  .29 .58 -.16 
23_お互いがどのように動いているのかを、お互いに把握していた  .35 .57 -.20 
24_それぞれの関係者が行っていた支援は、相互に関連、補完するものだった  .35 .52 -.03 
【第三因子】 対象への焦点化 （α＝ .87）  
   
4_問題の背景にある事柄について、一緒に確認し、理解するための作業を行ってい
た  
-.04 .09 .83 
3_子どもとその家族に対するアセスメントについて協議し、理解するための作業を
行っていた  
.07 .03 .75 












































































































































































































担当者に回答して頂くよう依頼した。質問紙の総配布数は 560 件、調査期間は 2013 年 7











任意で設定した。分析には統計解析ソフト SPSS Statistics 21 を使用した。 
（1）連携概念の構成要素 

























 回収結果を表 19 に示す。総回収件数は 274 件（48.9％）であった（( )内の値は回収率）。
所属機関ごとの回収結果は保健所・保健センター（以下、保健群）122 件（39.9%）、児童
相談所群 21 件（36.2%）、市区町村の児童家庭相談窓口（以下、市区町村群）127 件（64.8%）
であった（( )内の値は回収率）。児童相談所群は配布数も少なく、従ってサンプル数も他群
と比べて少なくない。分析結果の解釈にあたっては、その点に留意する必要がある。回答
者の性別は女性が 244 件（89.1%）、男性が 27 件（9.9%）、無回答 3 件（1.1%）である。

















表 19 回答者の属性 
  
度数 構成比 平均年齢 経験年数 学歴年数 回収率（配布数） 
保健群 122 44.5% 39.06(SD9.45) 11.59(SD8.84) 7.39(SD1.60) 39.9％ (306) 
児童相談所群 21 7.7% 52.81(SD6.74) 15.33(SD8.97) 7.24(SD8.97) 36.2％  (58) 
市区町村群 127 46.4% 42.46(SD10.63) 10.82(SD9.21) 7.05(SD9.21) 64.8％ (196) 
欠損値 4      
合計 274 
 






表 20 回答者が有していた資格の内訳 
所属機関  資格  度数  構成比（%）  
保健所・  
保健センター群  
保健師  118 96.7 
看護師  2 1.6 
社会福祉主事  2 1.6 
合計  122 100.0 
児童相談所群  
教員  1 4.8 
保健師  2 9.5 
社会福祉士  7 33.3 
社会福祉主事  2 9.5 
児童福祉司  8 38.1 
その他  1 4.8 
合計  21 100.0 
市区町村群  
資格無  4 3.1 
保育士  12 9.4 
幼稚園教諭  2 1.6 
教員  3 2.4 
臨床心理士・発達心理士  13 10.2 
その他の心理職  1 .8 
保健師  31 24.4 
看護師  4 3.1 
社会福祉士  22 17.3 
精神保健福祉士  4 3.1 
社会福祉主事  9 7.1 
児童福祉司  21 16.5 
その他  1 .8 
合計  127 100.0 
 
 
表 21 所属機関別 各変数の記述統計量  
  
保健群 児童相談所群 市区町村群 
度数 平均値 標準偏差 度数 平均値 標準偏差 度数 平均値 標準偏差 
対象への 
焦点化 
121 3.59 0.89 21 3.10 1.05 124 3.63 0.91 
メンバー間
で行う作業 
121 3.35 0.81 21 3.20 0.82 123 3.59 0.72 
メンバーの
関係性 
120 3.45 0.79 21 3.16 0.67 125 3.52 0.75 
子どもの 
生命の安全 
120 4.83 2.67 21 5.67 2.74 127 5.34 2.78 
子どもの 
発達機会 
120 4.20 2.36 21 5.71 2.92 127 4.02 2.37 
養育者の 
受け入れ 
120 5.44 2.88 21 5.29 3.30 127 5.40 2.71 
失敗を 
責める人 















表 22 連携尺度の歪度と尖度 
  度数  歪度  尖度  
統計量  統計量  標準誤差  統計量  標準誤差  
メンバー間で行う作
業  
267 － .07 .15 － .09 .30 
メンバーの関係性  268 .16 .15 － .35 .30 
対象への焦点化  268 － .36 .15 － .11 .30 
連携尺度総得点  262 .02 .15 － .01 .30 
 
表 23 連携尺度の G-P 分析結果 
連携尺度総得点（Me：69.00）  N 平均値  SD 平均値の標準誤差  
メンバー間で行う作業  
>= 69.00 133 40.11 5.28 0.46 
< 69.00 129 28.74 5.36 0.47 
t（260）＝17.31，p<0.01 
連携尺度総得点（Me：69.00）  N 平均値  SD 平均値の標準誤差  
メンバーの関係性  
>= 69.00 133 27.97 4.01 0.35 
< 69.00 129 20.20 3.41 0.30 
t（255.67）＝16.91，p<0.01 
連携尺度総得点（Me：69.00）  N 平均値  SD 平均値の標準誤差  
対象への焦点化  
>= 69.00 133 12.40 1.92 0.17 































r 0.65** 0.46** －0.14 －0.11 －0.21* －0.16 
度数  120 119 119 119 119 120 
メンバー間
で行う作業  
r ―  0.68** －0.07 －0.07 －0.04 －0.23* 
度数  
 





―  0.04 0.09 －0.03 －0.37** 
度数  
  





―  0.66** 0.36** －0.02 
度数  
   




   
―  0.41** －0.11 
度数  





    
―  0.06 
度数  










r 0.75** 0.47* －0.17 －0.18 －0.01 0.19 
度数  21 21 21 21 21 21 
メンバー間
で行う作業  
r ―  0.62** －0.17 －0.14 0.15 －0.05 
度数  
 





―  －0.13 －0.17 0.29 －0.33† 
度数  
  





―  0.89** 0.67** －0.04 
度数  
   




   
―  0.57** 0.15 
度数  





    
―  －0.15 
度数  









r 0.66** 0.65** －0.15 －0.11 0.00 0.07 
度数  123 123 124 124 124 123 
メンバー間
で行う作業  
r ―  0.79** －0.18* －0.21* －0.04 0.17 
度数  
 





―  －0.20* －0.08 －0.01 0.01 
度数  
  





―  0.51** 0.31** －0.19* 
度数  
   




   
―  0.31** －0.17 
度数  





    
―  －0.16 
度数  
     
124 
**：p<0.01 *：p<0.05 †：p<0.10 
 
3）志向性を目的変数とした重回帰分析の結果 













表 25 所属機関別「対象への焦点化」を目的変数とした重回帰分析の結果 
 
保健群 児童相談所群  市区町村群  
 β VIF β VIF β VIF 






メンバーの関係性  ― ― 0.34** 
子どもの生命の安全  ― ― ― 
子どもの発達機会  ― ― ― 
養育者の受け入れ －0.18** ― ― 
失敗を責める人  ― 0.22† ― 
決定係数（調整済み R2） 0.46**  0.57**  0.47**  
β：標準偏回帰係数                  **：p<0.01  †：p<0.10 
 
 



































































































































































































注 1) 東京都総務局平成 29 年 5 月 25 日報道発表資料より  
（URL：http://www.metro.tokyo.jp/tosei/hodohappyo/press/2017/05/25/31.html 2017/8/15）  
注 2）SPSS Statics を開発した IBM によれば、VIF10 以上の場合には多重共線性を疑う必要がある。（URL：

























Tolerance is respect, acceptance and appreciation of the rich diversity of our world's 




































































表 26 寛容の定義例 
定義者 寛容の定義 
Mendus & Ed-

























































































































































































































































































































































































































































第三節 事例の展開過程との関連から見る「調整」  
1）調査対象者の属性 
 インタビュー調査に協力して頂いた調査対象者の属性について表 27 に示す。調査対象






















表 27 調査対象者の属性 






1 社会福祉士  30 代  14 年  14 年  大学  
2 児童指導員  40 代  22 年  10 年  大学  
3 保育士  40 代  28 年  10 年  専門学校  




40 代  15 年  4 年  大学  
6 保育士  30 代  16 年  3 年  大学  
7 保育士  60 代  43 年  12 年  短大  
8 保育士  40 代  11 年  9 年  大学  




50 代  15 年  9 年  大学  




50 代  29 年  3 年  大学  





表 28 事例概要 
















































































母親と子ども 3 人の 4 人家
族。第 3 子には顕著な発達
不良あり。  





















































































































表 30 ≪問題状況の構築≫の事例‐コード・マトリックス  


























































































































































































































































































































































































表 31 「調整」担当者の認識基盤に関する事例‐コード・マトリックス 



























































































































































































































































































































































































表 32 ≪差異の包摂≫の事例‐コード・マトリックス 
No. 差異の認識  私自身の見立て 
1 
例えば、病み上がりで、大事を見て休むというのはあるんと思うんですけど、大事
も見られないでも、例えば、7 度 5 分以上だったら預かれませんというところで、「7



































































































































































































































































































































































































































































































































































表 33 不測の事態の活用をあらわしていたセグメント 
















































































































































































































表 34 ≪共通性を見出す≫の事例‐コード・マトリックス 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































表 35 行為レベルの事例‐コード・マトリックス 






















































































































































りを、1 ヶ月、2 ヶ月ぐらいしたかな。 
入園が決まって、4 月、入園式が終わって 1 週間ぐらいたったあとですかね、その
権利のワーカーと私と、それから、あちらの（決まった保育園の）園長先生と副園





























































































































































































































あとは、地域のいろいろ NPO がやってるような、子ども食堂とか。  
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